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　第１条

　第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

　　（1） 戸

　　（2） ｍ3

　　（3） ｍ3

　　（4）

管渠整備費 千円

　第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　第１款 千円

　　　第１項　 営 業 収 益 千円

　　　第２項　 営 業 外 収 益 千円

　　第１款 千円

営 業 費 用 千円

営 業 外 費 用 千円

特 別 損 失 千円

予 備 費 千円

　第４条

　　　千円で補てんするものとする。）。

　　第１款 千円

企 業 債 千円

　　　第２項　　他会計負担金及び補助金 千円

　　　第３項　　国 庫 ( 県 ) 補 助 金 千円

　　　第４項 貸 付 金 償 還 金 千円

　　　第６項 負 担 金 等 千円

　　第１款 千円

建 設 改 良 費 千円

企 業 債 償 還 金 千円

貸 付 金 千円

議案第１２号

　（業務の予定量）

平成31年度 行田市公共下水道事業会計予算

　（総則）

水 洗 化 戸 数

５，００８，０００

１３，７２０

平成31年度行田市公共下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

１７，９００

年 間 有 収 水 量

一 日 平 均 有 収 水 量

資 本 的 収 入

１，９６５，８３３

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

７４０，６４４

収　　　　　　入

　（収益的収入及び支出）

３２７，４００

３１８，５１１

　　　第２項　

　　　第１項　　

８８１，１１４

１，２００

４６９，０６３

　　　第１項　　

資 本 的 支 出

支　　　　　　出

１，３５１，６７７

８３，２９６

１０，２３７

　　　第６項　 １，５００

主 要 な 建 設 改 良 事 業

２４６，１２９

収　　　　　　入

下 水 道 事 業 収 益

額１３，４８１千円、引継現金２００，６２９千円、損益勘定留保資金３９６，９２３

　　　第９項　　

１，６１４，７４１

２０８，５２６

に対し不足する額６１１，０３３千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

　　　第１項　　

　　　第２項　　

８，４５９

１，０００

下 水 道 事 業 費 用

　　　第３項　　

１，８３２，７２６

支　　　　　　出

９３４，１８７

１，０３１，６４６

　（資本的収入及び支出）
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（特例的収入及び支出）

第４条の２

　　務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ８８，１７３千円及び３２３，８３０

　　千円である。

第６条

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条

営業費用と営業外費用

第８条

（他会計からの補助金）

第９条

　　１４８，８７０千円である。

行田市長  　工　　藤　　正　　司

資金について、利率

起債の方法

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

政府資金についてはその融資

公共下水道事業

方式で借り入れる

ただし、財政の都合により据置 証券発行

 条件による。 証書借入又は

利　　率 償 還 の 方 法

　３．５％以内

（企業債）
第５条

起債の目的 限　度　額

条件により、銀行その他の場合

はその債権者と協定した融資

（ただし、利率見直し

地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権及び債

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

流域下水道事業 69,200千円

後においては、当該

 見直し後の利率）

公共下水道事業の経営の安定を図るため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

平成３１年２月１９日提出

一時借入金の限度額は、６００,０００千円と定める。

（一時借入金）

 ができる。

職員給与費

　　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

の見直しを行った

期間を短縮し、若しくは繰上

償還又は低利に借り換えること

258,200千円

同上 同上 同上

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（1）

（1）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
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  平成31年度  行田市公共下水道事業会計予算実施計画

（１）  収益的収入及び支出

       収                              入 （単位：千円）

予    定    額 備    考

1 下水道事業収益 1,965,833

1 営業収益 1,031,646

1 下水道使用料 606,658

2 雨水処理負担金 424,886

9 その他営業収益 102

2 営業外収益 934,187

1 受取利息及び配当金 1

2 他会計負担金 336,603

4 長期前受金戻入 597,581

7 雑収益 2

       支                              出 （単位：千円）

予    定    額 備    考

1 下水道事業費用 1,832,726

1 営業費用 1,614,741

1 管渠及びポンプ場費 199,156

2 流域下水道維持管理負担金 295,431

3 業務及び普及促進費 34,235

4 総係費 65,793

6 減価償却費 1,020,126

2 営業外費用 208,526

1 支払利息及び企業債取扱諸費 202,768

2 雑支出 50

3 消費税及び地方消費税 5,708

3 特別損失 8,459

4 過年度損益修正損 500

9 その他特別損失 7,959

9 予備費 1,000

1 予備費 1,000

予 算 に 関 す る 説 明 書

款 項 目

款 項 目
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（２）  資本的収入及び支出

       収                              入 （単位：千円）

予    定    額 備    考

1 資本的収入 740,644

1 企業債 327,400

1 建設改良費企業債 327,400

2 他会計負担金及び補助金 318,511

1 他会計負担金 169,641

2 他会計補助金 148,870

3 国庫(県)補助金 83,296

1 国庫補助金 83,296

4 貸付金償還金 1,200

1 貸付金償還金 1,200

6 負担金等 10,237

1 受益者負担金 10,236

2 下水道事業協力金 1

       支                              出 （単位：千円）

予    定    額 備    考

1 資本的支出 1,351,677

1 建設改良費 469,063

1 建設改良費 399,698

2 流域下水道建設負担金 69,365

3 企業債償還金 881,114

1 建設改良企業債償還金 881,114

6 貸付金 1,500

1 貸付金 1,500

款 項 目

款 項 目
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(注)地方公営企業法適用初年度のため、本年度の欄のみ記載

　（1）　総括

本 7

年 6
度 13

前 -

年 -
度 -

比 -

-
較 -

　（2）　給料及び手当の増減額の明細

特殊勤務

-

通勤手当

　給与費明細書

内　訳

-

（千円） （千円）

3,222

区　　分

1,896

手当の

損益勘定支弁職員

地域手当

合　　　　　　　　計

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　　　計

区　　　　　分

0

0

27,502

21,887

-

-

手　　　当

給　　　料

-

-

-

-

-

給 与 改 定 に 伴 う 増 加 分

-

-

-

そ の 他 の 増 減 分

-

手　　当

- -

前年度

比　較

-

-

本年度

住居手当

増減額（千円）

1,518

（千円） （千円）

給料 賃金

(人）

　　　　　　　　　　給　　　　　　　　　　　与職　　員　　数

（千円）

特別職 一般職

(人）

報酬

0

-

92

0

929

-

9

0

-

49,389

-

合　　　　　　　　計

-

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 -

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

増　減　事　由　別　内　訳　（千円）区　　　分

-

（千円）

扶養手当

（千円） （千円）

426 0

- -

-

--

--

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-
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9,407

- -

（千円）

2,400

管理職
勤勉手当

手　当

12,612

（千円） （千円）

0 0

手　　当

--

手　　当

- -

- -

児童手当
夜間勤務 休日勤務

手当

　費

（千円）

計

（千円）

15,541

32,651

-

17,110

備　　　　　　　　考

-

-

-

説　　　　　　明

-

-

（千円）

1,100

-

期末手当

（千円） （千円）

時 間 外

-

勤務手当

（千円）

合　　計

（千円）

54,319

45,320

99,639

-

-

-

-

法定福利費

（千円）

9,615

7,892

17,507

-

-

-

-

-

-

-

70

-

-

-

-

-

-

-

44,704

37,428

82,132

-

-

-

-
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（3）  給料及び手当の状況

  ①　職員1人当り給与

※本表には再任用短時間勤務職員は含まない。

※構成比については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

23.1

7.7

構成比　(％）

-

-

-

-

-

-

-

-

15.4

-

-

100.0

0.0

計

-

2

-

-

-

-

３　　級

４　　級

８　　級

13

６　　級

７　　級

５　　級

平成30年1月1日現在

-

-

-

-

５　　級

２　　級 -

６　　級

７　　級

区　　　　　　　　　　　　　　　分 行　政　職

平成31年1月1日現在

平　均　年　齢　（歳）

平均給料月額　（円）

平均給料月額　（円）

312,723

369,870

41歳4月

-

-

　　　　　　　　行　政　職　(円）

国　の  制  度

平均給与月額　（円）

区　　　　　　分

高　　　校　　　卒

大　　　学　　　卒

180,700

153,000

187,200

大　　　学　　　卒

平均給与月額　（円）

平　均　年　齢　（歳）

平成30年1月1日現在

  行  政  職　（円）

-

　②　初任給

　③　級別職員数

区     分

高　　　校　　　卒

区　　　　　　分

平成31年1月1日現在

級別

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

148,600

行　　政　　職

職員数　(人）

1

0

0　８　　級　

その他

計

3

0

その他

１　　級

3

2

2

0.0

0.0

15.4

15.4

23.1
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　(行政職の級別の標準的な職務内容）

　④　昇給

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(％）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(％）

0

区　　　　　　　　　　　　　　　分

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ )

本

年

度

前

年

度

1313

合計 行政職

1号給

2号給

4号給 - -

比 率 -

0

1

-

-

0

-

４　　級  主査又はこれに相当する職の職務

２　　級
 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事、技師又はこれらに相当する職の
職務

１　　級  定型的な業務を行う主事、技師又はこれらに相当する職の職務

 主幹又はこれに相当する職の職務

職務の級

５　　級

３　　級  主任又はこれに相当する職の職務

職　　　　務　　　　の　　　　基　　　　準

８　　級

1号給

 課長、副参事又はこれらに相当する職の職務

 部長、参事、技監又はこれらに相当する職の職務

６　　級

７　　級  部の次長又はこれに相当する職の職務

12

0

4号給

1313

５号給

６号給 00

(Ｂ)/(Ａ)比 率

（ Ａ )

号 給 数 別 内 訳

職 員 数 （ Ａ )

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ )

1

12

0

0

0

100.0

-

５号給

７号給

3号給

2号給

3号給

100.0

号 給 数 別 内 訳

(Ｂ)/(Ａ)

７号給

-

-

６号給

-

-

0

- -

-

- -

- -

-

-
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　⑤　期末手当 ･ 勤勉手当

　⑥　定年退職に係る退職手当

　⑦　その他の手当

有

-

有

2.225

-

2.225

2.225

-

2.225

4.45

-

4.45

最高限度

（月分）

47.709

47.709

そ の 他 の

加 算 措 置 等

交通用具利用

差異の内容

扶　　　養　　　手　　　当

地　　　域　　　手　　　当

住　　　居　　　手　　　当

通　　　勤　　　手　　　当

区　　　　　　　　分 国の制度との異同

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

交通機関利用同じ

支給率等
定年前早期退職特例
措置(2％～20％加算)

定年前早期退職特例
措置(3％～45％加算)

24.586875

24.586875 33.27075 47.709

47.70933.27075

国の制度
（支給率等）

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

（月分） （月分） （月分）

国 の 制 度

区　　　分

本 年 度

前 年 度

区　　　分
支　給　期　別　支　給　率

6月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

支給率計

（月分）
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（単位：円）

119,604,651

1,020,125,099

3,700,000

4,122,000

793,000

△ 597,581,330

△ 1,000

202,768,000

5,408,687

△ 218,442,018

0

540,497,089

1,000

△ 202,768,000

337,730,089

△ 374,436,000

△ 64,231,000

86,605,000

308,519,000

△ 1,500,000

1,200,000

△ 43,843,000

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 327,400,000

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還（元金分）による支出 △ 881,114,000

△ 553,714,000

△ 259,826,911

436,284,904

176,457,993

　　　　　・法定福利費引当金

  平成31年度  行田市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

(平成31年4月1日から平成32年3月31日まで)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　当年度純利益

　　　　固定資産減価償却費

　　　　引当金の増減額（△は減少）

　　　　　・貸倒引当金

　　　　　・賞与引当金

　　　　小計

　　　　長期前受金戻入額

　　　　受取利息及び受取配当金（△は増加）

　　　　支払利息

　　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　　その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　　貸付による支出

　　　　利息及び配当金の受取額

　　　　利息の支払額

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　有形固定資産の取得による支出

　　　　無形固定資産の取得による支出

　　　　国庫補助金等による収入

　　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

　　資金期末残高

　　　　貸付償還による収入

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増減額

　　資金期首残高
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　平成31年度　行田市公共下水道事業予定貸借対照表  平成31年度  行田市公共下水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）

      

円 円 円 円

(1)

(ｲ) 土 地 767,117,361

(ﾛ) 建 物 398,466,387

減 価 償 却 累 計 額 △56,913,433 341,552,954

(ﾊ) 構 築 物 21,905,703,754

減 価 償 却 累 計 額 △741,046,546 21,164,657,208

(ﾆ) 機 械 及 び 装 置 730,097,113

減 価 償 却 累 計 額 △155,216,950 574,880,163

(ﾎ) 車 両 運 搬 具 1,199,600

減 価 償 却 累 計 額 △271,440 928,160

(ﾍ) 工 具 、 器 具 及 び 備 品 157,420

減 価 償 却 累 計 額 △70,839 86,581

(ﾄ) 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計 22,849,222,427

(2)

(ｲ) 施 設 利 用 権 1,674,459,235 1,674,459,235

(3)

(ｲ) 出 捐 金 835,000

(ﾛ) 長 期 貸 付 金 1,600,000

投資その他の資産合計 2,435,000

固 定 資 産 合 計 24,526,116,662

２．

(1)

(ｲ) 現 金 預 金 176,457,993 176,457,993

(2)

(ｲ) 営 業 未 収 金 82,184,275

(ﾛ) 営 業 外 未 収 金 0

(ﾊ) そ の 他 未 収 金 580,590

△3,700,000 79,064,865

(3) 1,040,000 1,040,000

流 動 資 産 合 計 256,562,858

資 産 合 計 24,782,679,520

無形固定資産

（ 平成32年3月31日 ）

資   産   の   部

１．固定資産

有形固定資産

投資その他の資産

流動資産

現金預金

未収金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

短期貸付金
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(1)

(ｲ)
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債 9,293,239,115 9,293,239,115

固 定 負 債 合 計 9,293,239,115

(1)

(ｲ)
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債 900,056,905 900,056,905

(2)

(ｲ) 営 業 未 払 金 95,179,000

(ﾛ) 営 業 外 未 払 金 5,708,000

(ﾊ) そ の 他 未 払 金 4,500,000 105,387,000

(3)

(ｲ) 賞 与 引 当 金 4,122,000

(ﾛ) 法 定 福 利 費 引 当 金 793,000 4,915,000

流 動 負 債 合 計 1,010,358,905

(1) 8,997,626,813

△597,581,330

繰 延 収 益 合 計 8,400,045,483

負 債 合 計 18,703,643,503

5,192,314,005

(1)

(ｲ) 受 贈 財 産 評 価 額 231,460,239

(ﾛ) 他 会 計 負 担 金 337,607,122

(ﾊ) 国 庫 補 助 金 198,050,000 767,117,361

(2)

(ｲ) 当年度未処分利益剰余金 119,604,651 119,604,651

剰 余 金 合 計 886,722,012

資 本 合 計 6,079,036,017

負 債 資 本 合 計 24,782,679,520

４．流動負債

負   債   の   部

３．固定負債

企業債

企業債

未払金

引当金

５．繰延収益

利益剰余金

長期前受金

長期前受金収益化累計額

資   本   の   部

６．資本金

７．剰余金

資本剰余金

- 12 -



 

- 13 - 
 

 

注 記 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・定額法 

・主な耐用年数 

    建物：38～50年、構築物：50年、機械及び装置：10～20年、器具及び備品：5～10年 

（２）無形固定資産 

・定額法 

・主な耐用年数 

  施設利用権：45年 

  (３)リース資産 

   ・該当なし 

２ 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上した。 

（２）賞与引当金、法定福利費引当金 

    職員の期末手当、勤勉手当の支給及びそれに係る法定福利費に備えるため、本年度末に 

おける支給見込額に基づき、本年度の負担に属する額を計上した。 

 （３）退職給付引当金 

    職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引 

当金は計上していない。  

 ３ 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予 

定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、3,363,787千円である。 

 

Ⅲ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

 １ リース取引に係る会計処理 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理 

を行っている。 

 

Ⅳ その他の注記 

 １ 当年度より地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 ２ 固定資産帳簿価格については、資産取得時から法適用の日の前日までに減価償却が行われ 

てきたものとみなし、取得価格から減価償却累計額相当額を控除して算定している。 





平成31年度　行田市公共下水道事業予定開始貸借対照表

      

円 円 円 円

(1)

(ｲ) 土 地 767,117,361

(ﾛ) 建 物 398,466,387

(ﾊ) 構 築 物 21,575,860,346

(ﾆ) 機 械 及 び 装 置 685,504,521

(ﾎ) 車 両 運 搬 具 1,199,600

(ﾍ) 工 具 、 器 具 及 び 備 品 157,420

(ﾄ) 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計 23,428,305,635

(2)

(ｲ) 施 設 利 用 権 1,676,834,126

無 形 固 定 資 産 合 計 1,676,834,126

(3)

(ｲ) 出 捐 金 835,000

(ﾛ) 長 期 貸 付 金 1,290,000

投資その他の資産合計 2,125,000

固 定 資 産 合 計 25,107,264,761

２．

(1)

(ｲ) 現 金 預 金 436,284,904 436,284,904

(2)

(ｲ) 営 業 未 収 金 77,876,475

(ﾛ) 営 業 外 未 収 金 9,106,907

(ﾊ) そ の 他 未 収 金 1,190,170 88,173,552

(3)

(ｲ) 短 期 貸 付 金 1,050,000 1,050,000

流 動 資 産 合 計 525,508,456

資 産 合 計 25,632,773,217

投資その他の資産

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

無形固定資産

（平成31年4月1日）

資   産   の   部

１．固定資産

有形固定資産
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(1)

(ｲ)
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債 9,865,897,647 9,865,897,647

固 定 負 債 合 計 9,865,897,647

(1)

(ｲ)
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債 881,112,373 881,112,373

(2)

(ｲ) 営 業 未 払 金 99,642,018

(ﾛ) 営 業 外 未 払 金 0

(ﾊ) そ の 他 未 払 金 224,187,000 323,829,018

流 動 負 債 合 計 1,204,941,391

(1) 8,602,502,813 8,602,502,813

繰 延 収 益 合 計 8,602,502,813

負 債 合 計 19,673,341,851

  

5,192,314,005

(1)

(ｲ) 受 贈 財 産 評 価 額 231,460,239

(ﾛ) 他 会 計 負 担 金 337,607,122

(ﾊ) 国 庫 補 助 金 198,050,000 767,117,361

剰 余 金 合 計 767,117,361

資 本 合 計 5,959,431,366

負 債 資 本 合 計 25,632,773,217

資本剰余金

資   本   の   部

６．資本金

７．剰余金

企業債

未払金

５．繰延収益

長期前受金

４．流動負債

負   債   の   部

３．固定負債

企業債
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  平成31年度  行田市公共下水道事業会計予算説明書

（１）  収益的収入及び支出

収

本年度予定額

1 下水道事業収益 1,965,833

1 営業収益 1,031,646

1 下水道使用料 606,658

1 下水道使用料 606,658

2 雨水処理負担金 424,886

1 雨水処理負担金 424,886

9 その他営業収益 102

2 手数料 95

5 雑収益 7

2 営業外収益 934,187

1 受取利息及び配当金 1

1 預金利息 1

2 他会計負担金 336,603

1 他会計負担金 336,603

4 長期前受金戻入 597,581

1 長期前受金戻入 597,581

7 雑収益 2

4 延滞金 2

款 項 目 節
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入 （単位：千円）

前年度予定額 比較増減額

0 1,965,833

0 1,031,646

0 606,658

0 606,658 ・下水道使用料

0 424,886

0 424,886 ・一般会計繰入金

0 102

0 95 ・指定工事店等申請手数料

0 7 ・コピー手数料

0 934,187

0 1

0 1

0 336,603

0 336,603 ・一般会計繰入金

0 597,581

0 597,581

0 2

0 2

備                    考
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支 

本年度予定額

1 下水道事業費用 1,832,726

1 営業費用 1,614,741

1 管渠及びポンプ場費 199,156

13 備消品費 420

14 燃料費 650

16 通信運搬費 1,243

17 委託料 154,520

18 手数料 1,863

19 使用料及び賃借料 1,946

20 修繕費 7,060

25 材料費 2,342

26 工事請負費 5,400

28 保険料 395

29 公課費 17

30 負担金 330

40 光熱水費 22,970

款 項 目 節
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出 （単位：千円）

前年度予定額 比較増減額

0 1,832,726

0 1,614,741

0 199,156

0 420 ・ポンプ場用消耗品

0 650 ・車両用等燃料費 250

・ポンプ場用燃料費 400

0 1,243 ・ポンプ場遠隔監視制御装置等通信料

0 154,520 ・ポンプ場汚泥処理委託料 2,281

・電算業務委託料 2,406

・ポンプ場施設管理委託料 125,712

・清掃委託料 9,108

・ポンプ場機械設備保守点検業務委託料 9,822

・水質検査委託料 3,032

・自家用電気工作物保守点検委託料 1,854

・重油タンク保守点検委託料 305

0 1,863 ・作業手数料 1,854

・車体検査手数料 9

0 1,946 ・システム借上料 442

・器具・機材借上料 1,472

・土地借上料 32

0 7,060 ・ポンプ場修繕費 6,858

・車両修繕費 202

0 2,342 ・補修用材料費

0 5,400 ・管渠等維持補修工事請負費

0 395 ・車両保険料 95

・賠償責任保険料 84

・火災保険料 216

0 17 ・自動車重量税

0 330 ・雨水維持管理負担金

0 22,970 ・電気料 21,800

・水道料 1,170

備                    考
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支 

本年度予定額款 項 目 節

2 流域下水道維持管理負担金 295,431

30 負担金 295,431

3 業務及び普及促進費 34,235

13 備消品費 93

15 印刷製本費 313

16 通信運搬費 785

17 委託料 29,920

18 手数料 12

19 使用料及び賃借料 3,112

4 総係費 65,793

1 報酬 92

2 給料 27,502

3 手当 12,988

4 賞与引当金繰入額 4,122

6 法定福利費 8,822

7 法定福利費繰入額 793

10 旅費 57

12 被服費 117

13 備消品費 267

15 印刷製本費 44

16 通信運搬費 507

17 委託料 1,680

19 使用料及び賃借料 4,811
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出 （単位：千円）

前年度予定額 比較増減額 備                    考

0 295,431

0 295,431 ・荒川左岸北部流域下水道維持管理負担金

0 34,235

0 93 ・消耗品費

0 313 ・諸印刷費

0 785 ・通信料

0 29,920 ・下水道使用料徴収委託料 29,432

・電算業務委託料 380

・検針業務委託料 99

・口座振替データ処理業務委託料 9

0 12 ・口座振替手数料

0 3,112 ・システム借上料

0 65,793

0 92 ・委員報酬

0 27,502 ・職員給　７人分

0 12,988 ・時間外手当 300

・その他手当 12,688

0 4,122

0 8,822 ・市町村職員共済組合負担金 8,652

・地方公務員災害補償基金負担金 170

0 793

0 57 ・普通旅費 31

・費用弁償 26

0 117 ・職員貸与被服費

0 267 ・事務用品費

0 44 ・諸印刷費

0 507 ・郵便料 200

・電話料 307

0 1,680 ・電算業務委託料 262

・会計支援業務委託料 1,418

0 4,811 ・施設借上料 4,724
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支 

本年度予定額款 項 目 節

20 修繕費 10

30 負担金 209

33 食糧費 3

35 研修費 69

36 貸倒引当金繰入額 3,700

5 減価償却費 1,020,126

1
有形固定資産減
価償却費

953,520

2
無形固定資産減
価償却費

66,606

2 営業外費用 208,526

1 支払利息及び企業債取扱諸費 202,768

1 企業債利息 202,768

2 雑支出 50

2 その他雑支出 50

3 消費税及び地方消費税 5,708

1
消費税及び地方
消費税

5,708

3 特別損失 8,459

4 過年度損益修正損 500

1 過年度損益修正損 500

9 その他特別損失 7,959

9 その他特別損失 7,959

9 予備費 1,000

1 予備費 1,000

1 予備費 1,000
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出 （単位：千円）

前年度予定額 比較増減額 備                    考

・器具・機材借上料 87

0 10 ・器具修繕費

0 209 ・下水道事業研究協議会負担金 25

・下水道協会負担金 184

0 3

0 69 ・研修負担金

0 3,700

0 1,020,126

0 953,520

0 66,606

0 208,526

0 202,768

0 202,768

0 50

0 50 ・還付加算金

0 5,708

0 5,708

0 8,459

0 500

0 500

0 7,959

0 7,959

0 1,000

0 1,000

0 1,000
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（２）  資本的収入及び支出

収

本年度予定額

1 資本的収入 740,644

1 企業債 327,400

1 建設改良費企業債 327,400

1 公共下水道事業債 258,200

2 流域下水道事業債 69,200

2 他会計負担金及び補助金 318,511

1 他会計負担金 169,641

1 他会計負担金 169,641

2 他会計補助金 148,870

1 他会計補助金 148,870

3 国庫(県)補助金 83,296

1 国庫補助金 83,296

1 国庫補助金 83,296

4 貸付金償還金 1,200

1 貸付金償還金 1,200

1 貸付金償還金 1,200

6 負担金等 10,237

1 受益者負担金 10,236

1 受益者負担金 10,236

2 下水道事業協力金 1

1 下水道事業協力金 1

款 項 目 節
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入 （単位：千円）

前年度予定額 比較増減額

0 740,644

0 327,400

0 327,400

0 258,200

0 69,200

0 318,511

0 169,641

0 169,641 ・一般会計繰入金

0 148,870

0 148,870 ・一般会計繰入金

0 83,296

0 83,296

0 83,296

0 1,200

0 1,200

0 1,200 ・排水設備改造資金貸付金償還元金収入

0 10,237

0 10,236

0 10,236

0 1

0 1

備                    考
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支

本年度予定額

1 資本的支出 1,351,677

1 建設改良費 469,063

1 建設改良費 399,698

2 給料 21,887

3 手当 15,541

4 賞与引当金繰入額 3,218

6 法定福利費 7,892

7 法定福利費繰入額 638

10 旅費 24

13 備消品費 290

15 印刷製本費 10

17 委託料 92,350

26 工事請負費 248,309

27 補償金 8,500

35 研修費 39

41 補助金 1,000

2 流域下水道建設負担金 69,365

1 69,365

3 企業債償還金 881,114

1 建設改良企業債償還金 881,114

1
公共下水道事業
債元金償還金

820,994

2
流域下水道事業
債元金償還金

60,120

6 貸付金 1,500

1 貸付金 1,500

1 貸付金 1,500

流域下水道建設
負担金

款 項 目 節

- 26 -



出 （単位：千円）

前年度予定額 比較増減額

0 1,351,677

0 469,063

0 399,698

0 21,887 ・職員給　６人分

0 15,541 ・時間外手当 800

・その他手当 14,741

0 3,218

0 7,892 ・市町村職員共済組合負担金

0 638

0 24 ・普通旅費

0 290 ・作業用品費等

0 10 ・諸印刷費

0 92,350 ・調査測量設計委託料

0 248,309 ・幹枝線工事請負費 246,129

・機器等設置工事請負費 2,180

0 8,500 ・ガス・水道管等移設補償料 6,500

・工作物影響補償料 2,000

0 39 ・研修負担金

0 1,000 ・下水道取付管工事補助金

0 69,365

0 69,365 ・荒川左岸北部流域下水道建設負担金 69,315

・荒川左岸北部流域下水道事業推進協議会負担金 50

0 881,114

0 881,114

0 820,994

0 60,120

0 1,500

0 1,500

0 1,500 ・排水設備改造資金貸付金

備                    考
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